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員が評価を受け授業の質向上を図った。従来の点検評価

者2名体制との比較を行うアンケート調査を実施した。

その結果、有用な意見の数や意見交換の雰囲気には違い

はなかった。また、ディプロマ・ポリシー＊を達成する

ための授業づくりの必要性やスケジュール調整などの

負担減が示された。「教員相互の授業点検評価」の方法

については、今後も随時、見直しをしながら活用するこ

ととした。 

 以上①から③までを網羅した結果、科目間の関連性の明

確化、授業で行う看護過程の共有などが課題として抽出さ

れたため、「教育・研究コロキウム＊」のテーマとして取

り上げた。 

〔補足資料：平成29年度前期・後期「学生による授業評

価」集計結果（講義、演習科目）〕 

 

は大変負担が大きかったため」「2名と調整せ
ずに済むので時間的、精神面でも負担が減るた
め、今後も1名で問題ない」などでした。 
 

21202 ＜研修会等の開催＞ 

ＦＤ＊活動を推進するた

め、研究教育内容や授業方

法についての相互研修な

どを引き続き開催する。 

ＦＤ＊活動として、① 「研究・教育コロキウム＊」を

年 2 回、② 「ＦＤ＊研修会」を年１回、③ 「ＦＤ＊／

ＳＤ＊合同研修会」を年１ 回、それぞれ開催した。①、

②に関しては、教員や学生のニーズを踏まえ科目間の関連

をテーマに実施した。また平成 29 年度よりＳＤ＊研修が

教員や技術職員においても義務化されたことによりＳＤ
＊研修担当者と協同しながら実施した。 

 

①平成 29 年度の「教育・研究コロキウム＊」は、科目間

の関連を主テーマと設定し複数の登壇者によるシンポ

ジウム形式として実施した。各テーマと成果は以下のと

おりである。 

【テーマ】第１回：科目間の関連性～学びの基盤から応用

まで～ 

     第２回：三重県立看護大学における看護過程の

展開  

【成果】アンケート調査によると各回とも「有意義だった」

「まあまあ有意義だった」の回答が昨年同様100％であ

った。平均参加者数は40名（平成27年度20.5名、平

成28年度30名）と増加した。特に第2回のテーマでは

（質問①） 
愛媛大学教育・学生支援機構・教育企画室

副室長 中井俊樹教授を講師として講義と演
習形式で実施したＦＤの内容がどのように
「有意義だった」又は「まあまあ有意義だっ
た」かを、具体的に把握したい。 
 

（質問②） 
 学外講師による「公立大学の現状と課題」
を開催し、公立大学法人が置かれている現状
と課題、大学改革の取り組み等についての報
告がなされたとのことであるが、学外講師と
は誰なのか、公立大学法人の現状と課題につ
いて何が話されたのかが不明確である。具体
的に明らかにしていただきたい。 

（回答①） 
 FD研修会の当日配布資料とアンケート結果
をお示しします。 
FD研修会のアンケート結果から、研修会が有

意義だった理由として、「改めてカリキュラム
を見直す機会となった」「他領域の教員とディ
スカッションできた」「課題と理想のカリキュ
ラムについて様々な意見を聞くことができた」
などの意見がありました。 
 
（回答②） 
 平成２９年６月２１日に、一般社団法人公立
大学協会の中田晃事務局長を講師として、「公
立大学の現状と課題」について研修しました。 
 その主な内容は、次のとおりです。 
 
１ 公立大学の現状 
(1) 公立大学の設置政策 
 公立大学の急増、看護医療福祉系の大学・学
部の設置、短期大学の四年制大学への改組、私
立大学から公立大学法人への設置者変更など 
(2) 公立大学法人制度 
 公立大学法人の増加、国立大学法人との比
較、法人化と学長のリーダーシップなど 
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環境を整える。 

  

 

ン及びガイダンスにおいて学生への周知を行った。また、

保健室の担当者は、学校医やカウンセラーとの連携を継続

して行い、必要時にはチューターへの情報提供も行った。

これらの取組みの結果、「大学生活に関するアンケート」

では、各種健康相談制度に関して“知っている”と回答し

た割合は、平成 28年度との比較において、学校医による

相談制度：45.1％→53.6％、カウンセリング：68.3％→

70.8％、保健室での何でも相談：72.3％→71.6％、女性の

からだ相談：29.9％→34.7％となり、学生の各種健康相談

に関する認識が高まった。 

 「大学生活に関するアンケート」については、自由記述

を除き、学内ホームページにおいて学生に結果を公表し、

「現在の学生生活に関して日頃感じていることや意見」欄

に記載された“大学生活に関する目安箱をおいてほしい”

等の学生の要望を取り入れ改善した点についても提示し

た。 

 

引き続き、学生の公益的

活動に関する意識を醸成

し、積極的な参画につなが

るよう支援を行う。 

平成 29年度も学生のボランティア活動に関する意識を

醸成するため、新入生オリエンテーション及び在学生ガイ

ダンス時に、平成 27年度の学生ボランティア啓発講演会

において、卒業生のボランティア経験に関する発表をビデ

オ撮影したものを流すか、あるいは実際にボランティアを

経験した学生にその経験を講演してもらった。 

学生のボランティア活動への参加の促進のためには教

職員による動機づけが重要との平成 28年度に開催された

「ボランティア活動共有会」の結果を踏まえ、平成 29年

度は、より積極的に教員が学生と一緒にボランティア活動

に参加することを心掛けた。また、平成 29年度は学生に

対するボランティア活動の啓発のため、「在学生のボラン

ティア経験者の話を聞こう」と銘打ち、1年生や4年生の

ボランティア活動に参加した 6 名の学生にボランティア

経験について学生が出席しやすい昼休みに語ってもらい、

50名強の学生や教職員の出席があった。 

平成29年度は、教員が積極的に学生と一緒になってボ

ランティア活動に参加するよう取り組んだ結果、本学で有

（前回質問） 
 学生のボランティア活動への職員の参加度
は。 
 

（修正版回答） 
「サンタでゴミ拾い」に1名、「三重県ユニ

セフ5周年記念事業への出展」に1名など、延
べ3名が参加しました。 
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学外の有識者が参加する理

事会、経営審議会、教育研

究審議会において十分な審

議を行うとともに、新理事

長がリーダーシップを発揮

し迅速な意思決定や機動的

な運営が行えるよう、副理

事長及び新理事が補佐す

る。 

ら大学の方針等を確認・共有する機会を持つとともに、引

き続き、同メンバーに加え事務局副局長や企画監、各課長

を構成員とする企画運営会議を毎月定例的に開催し、協

議、調整、情報共有を行うことにより迅速な意思決定を行

った。また、理事会、経営審議会及び教育研究審議会にお

いて、大学経営、教育研究、地域貢献などについて熱心に

審議及び意見交換が行われた。 

法人の審議機関である教育研究審議会の運営について

は、法人化以来、重要な案件を審議する定例の教育研究審

議会には学外委員の出席を依頼する一方で、不足教員補充

のための募集や学外協力者の委嘱など年間を通じて審議

が必要な案件については、適宜、学内の委員で審議し、審

議結果を次の学外委員の出席する審議会で報告・了承す

る、というような学外委員の負担を勘案した柔軟な運営を

行ってきたが、広く意見を得るため、全ての教育研究審議

会に外部委員の出席を求める運営とした。 

理事長の裁量経費として、全教職員が大学にとって必要

と思われることを自由に調査・検討できるように「実現可

能性調査検討事業」を予算計上し、延べ 35名の教職員が

参画して自由な発想のもと調査・研究を行った。その中に

は、保健師の就職を希望する学生に対して先輩保健師との

交流を行うなど具体的な事業になったものもある。 

さらに、理事の業務内容についても見直しを行い、高大

接続事業を含め学生募集から入試に至るまでの業務を企

画情報担当理事の所管としたことで、一体的に事業が展開

でき、指定校推薦や地域枠の設定など新たな入試制度をス

ムーズに実施できた。 

なお、平成 29年度の理事会等の審議事項件数及び主な

審議内容は次のとおりである。（ ）は平成28年度 

・理事会：審議事項17件（14件） 

・経営審議会：審議事項14件（16件） 

・教育研究審議会：審議事項18件（11件） 

〔主な審議内容〕 

・平成28年度業務実績報告、平成30年度計画 

・平成28年度決算 

務局内の連携強化と業務の効率化を図るため事

務局組織を改編することとし、平成29年度から

新たな組織体制で業務運営することとした。具体

的には、企画広報課の学生募集など高大連携事業

は教務学生課の所管とすることで入試事務と一

貫性をもった体制とするとともに、高大連携事業

以外の業務を総務課の所管とすることにより、３

課体制（総務課、企画広報課、教務学生課）から

２課体制（教務学生課、企画総務課）に移行した。」 

です。 

 

また、前回、33101において、「理事の所管と

教務学生課の業務に関して組織上の問題がない

か」との質問に対する大学からの記載内容は、 

「従来、事務局の二つの課（企画広報課と教務

学生課）で所管していた学生募集、入試、入学前

準備教育の一連の高大接続の業務については、シ

ームレスに遂行される必要があるため、各課の体

制や業務を再編し一つの課（教務学生課）の業務

としました。 

これに併せて、理事の所管についても、従来は

企画情報担当理事（メディアコミュニケーション

センター長）と教学研究担当理事（学生部長）が

担当していた業務の責任体制を企画情報担当理

事1人の担当とし、事務局の業務体制と理事の担

当を整合させて円滑な業務遂行が出来る体制と

しました。」です。 

 

 なお、上記の内容の意味するところを整理しま

すと、 

「従来、高大接続事業（学生募集、入学前準備教

育、入試改革など）については、企画広報課の事

務であり、企画情報担当理事の所管として業務を

遂行してきました。一方、入試業務については、

教務学生課の事務であり、教学研究担当理事の所

管でした。このように高大接続事業に密接に続く

入試業務が、２つの課、２人の理事に分かれてい





12 
 

12 
 

「教員活動評価・支援制度」が一定、定着した法人化の

3年目に「勤勉手当を配分するための評価制度」を導入し

た。「教員活動評価・支援制度」が給与に反映しないこと

を前提にしていたことから、この制度とは別の評価制度と

して運用することとなった。このため評価方法について

は、評価分野は4分野と教員活動評価・支援制度と同様で

あるものの、評価項目や評価基準は設定せず定性評価のみ

で行い、1年間の評価結果を勤勉手当の配分に反映するも

のであった。 

これらの2つの制度は、評価方法や評価結果の反映の仕

方に違いがあり、制度の導入の経緯もあったため、これま

で一定の期間にわたり維持されてきてはいたものの、2つ

の評価業務が重複しており負担になるなどの声もあった。

また、評価委員会からも関係性についての意見を求められ

ていたことから、これらの制度の運用について学内で検討

を重ねた。 

その結果、「教員活動評価・支援制度」については現状

のとおり運用する。「勤勉手当を配分するための評価制度」

については、評価方法の評価項目や評価基準が明確ではな

いなど評価制度としては十分ではないことから現状の定

性評価方法に変えて、「教員活動評価・支援制度」の評価

方法を採用し、勤勉手当の配分には、その単年度の結果を

用いる制度に見直した。 

また、「昇任申請の基準」については、平成 28年度の

改正として、研究業績の要件である「学術掲載論文及び学

術書の合計数」について、対象者を看護専門職に限定して

５年間の時限措置を講じたことや、従来から、医療機関や

企業における管理職経験を研究業績とみなすこととして

いることなど複雑な運用となっていたため、他学の状況な

ども参考に、論文等の質を担保しつつ論文数については少

なくするなど、簡素で運用し易い昇任基準に見直した。 

なお、教員の採用時には、採用選考に係る審査基準が未

整備であったことから「昇任基準」を準用してきたが、今

回の昇任基準の改正を機に、「採用選考に係る審査基準」

を新たに整備した。 
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42101 ＜経費の抑制＞ 

教育・研究予算を精査

し、適正な配分を行うとと

もに決算数値や大学の経

営状況などを教職員に対

して分かりやすく説明す

ることにより、コスト意識

の向上と経費の抑制を図

る。 

平成28年度決算の財務諸表の公表、経営分析の仕方・

決算書の見方の研修会や省資源・省エネルギー等の取組に

より、職員のコスト意識の向上を図った。また、当初予算

編成においては、予算編成方針を策定し、教職員に適切な

見積りやコスト削減に努めるよう周知を行うとともに、節

約したことで予算が余った場合は、剰余金として翌年以降

に活用できることの周知もあわせて行った。さらに、予算

編成では、学生への教育に支障がでないよう消耗品や教育

研究備品など、必要なものは全て予算計上を行った。 

また、学内の照明のＬＥＤ化については、ＬＥＤへの取

替効果が高い教室等を中心に過去から実施し、平成29年

度は研究棟の取替工事に着手した。今後は、体育館や講堂

など取替に要する経費が見込まれる施設のＬＥＤ化につ

いて電気料金の縮減額との効果を検証しつつ、検討を行う

こととした。さらに、電気については、一般競争入札によ

る電気供給業者の選定を行い電気料金の縮減に努めた。 

 

  平成29年度電気使用料金（消費量） 13,264千円 

(753,548kWh) 

 （平成28年度電気使用料金（消費量） 13,052千円 

(774,683kWh)） 

 

（質問①） 
評価の段階で質問になってしまいました

が、 
これまで大学が行っていたI SOの環境問題

はどのようになっていますか。（省エネルギ
ー省資源の問題とも関係しますので） 

 

（回答①） 
 本学では、平成 14年 3月以降、ISO14001に
基づく環境マネジメント・システムを運用して
いました。 
 しかし、平成 26 年に受審した第三者機関に
よる審査において、本学のマネジメント・シス
テムは確立されており、本学の特色を活かした
活動へ転換する時期にあると評価されたこと、
第三者機関による認証を維持するための事務
量・コストを考慮すると、ＩＳＯに基づくマネ
ジメント・システムを維持せずとも、これまで
培った活動力を継続することで、環境保全活動
の維持が可能であると判断したことから、平成
27年 10月、本学独自の環境マネジメント・シ
ステムへ発展的に移行しました。 
 新しい環境マネジメント・システムでは、大
学全体の環境目的・目標に基づき、各領域及び
事務局等で構成される各部門が、環境目標及び
実施計画（以下「目標等」。期間：4か月）を
策定し、当該目標等に基づく環境保全活動を行
っています。 
 当該目標等の期間終了後、各部門の構成員が
当該目標等に対する自己評価を行い、当該評価
を踏まえて、次期目標等を策定しています。 


